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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第86期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第85期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 27,151 102,707

経常利益 (百万円) 4,160 9,295

四半期(当期)純利益 (百万円) 2,064 5,980

純資産額 (百万円) 105,106 104,268

総資産額 (百万円) 217,626 215,322

１株当たり純資産額 (円) 596.14 589.73

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 14.26 43.00

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─

自己資本比率 (％) 39.6 39.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,185 6,054

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △494 △5,649

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,229 △7,955

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 24,332 22,492

従業員数 (名) 991 977

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　 ２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

　

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

　

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 　　　　　991 (551)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　役員、嘱託および契約者等は含まれておりません。

３　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 317

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　役員、嘱託および契約者等は含まれておりません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】
　
当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、また受注生産形態をとるものも少ないた

め、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりませ

ん。

このため生産、受注及び販売の状況については、「３　財政状態及び経営成績の分析」における各事業の

種類別セグメントの業績に関連付けて示しております。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

　

該当事項はありません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

　
文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。
　
（1） 経営成績の分析

当第１四半期におけるわが国経済は、原油価格や原材料価格が上昇傾向で推移する中、好調であった企

業収益にも影響が見え始め、景気の回復基調も期待できない状況で推移しました。当社グループを取り巻

く事業環境におきましては、米国の景気後退懸念や株式・為替市場の変動、原油価格の動向等から、景気

減速感が高まっていることもあり、消費支出の選別志向が強くなり厳しい状況が続いております。 

　このような状況のなかで当社グループは、映像関連事業におきましては映画製作配給業・ビデオ営業・

テレビ営業の映像３部門の連携強化、映像版権営業・催事営業の積極展開等により収益の拡大をはかる

とともに、観光不動産事業・その他事業の各部門におきましても厳しい事業環境に対応して堅実な営業

施策の遂行に努めました。 

　その結果、当第１四半期の売上高は271億５千１百万円（前年同期比11.5％増）、経常利益は41億６千万

円（前年同期比133.8％増）となり、四半期純利益は20億６千４百万円（前年同期比109.7％増）となり

ました。 

　次に各セグメント別の概況をご報告申し上げます。 
　

①　映像関連事業部門

映画製作配給業は、「仮面ライダー電王＆キバ　クライマックス刑事」「相棒 －劇場版－絶体絶命！

42.195ｋｍ　東京ビッグシティマラソン」「神様のパズル」他の６本を提携製作し、これに他社作品「Ｍ

ＯＮＧＯＬ モンゴル」「春よこい」を加えた計８本を配給いたしました。なかでも、「相棒 －劇場版－

絶体絶命！42.195ｋｍ　東京ビッグシティマラソン」は興行収入が40億円を超える大ヒットとなりまし

た。ビデオ営業は、主力の劇場用映画のＤＶＤ作品のほか、テレビ映画のＤＶＤ作品の販売をいたしまし

た。テレビ営業は、「警視庁捜査一課９係」「新・科捜研の女」等を制作し、作品内容の充実と受注本数

の確保に努め、キャラクターの商品化権営業も堅調に推移しました。そのほか、劇場用映画・テレビ映画

等の地上波放映権及びビデオ化権等を販売し、アニメ関連では、国内及び海外向けの版権営業が好調に推

移しました。また、映画興行業は、本年６月にシネマコンプレックス「Ｔ・ジョイ出雲」（島根県出雲

市）を開業したことにより、10スクリーン増の149スクリーン体制（東映㈱直営館７スクリーン含む）と

なりました。 

以上により、当部門の売上高は235億２百万円（前年同期比13.4％増）となりました。 
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②　観光不動産事業部門

不動産賃貸業は、「プラッツ大泉」「オズ スタジオ シティ」「渋谷東映プラザ」「Ｅ～ｍａビル」

「三田シティハウス」「新宿三丁目イーストビル」等の賃貸施設が堅調に稼働いたしました。ホテル業

は、価格競争の激化など厳しい状況が続くなか、各ホテルとも質的向上に努め懸命な営業活動を展開いた

しました。その結果、売上高は19億１千５百万円（前年同期比7.6％減）となりました。

③　その他事業部門

その他事業部門は、建築内装工事が景気の先行きが不透明のなか、懸命の営業活動を展開しました。そ

の結果、売上高は17億３千３百万円（前年同期比10.5％増）となりました。

　

（2） 財政状態の分析

当第１四半期末における総資産は、2,176億２千６百万円となり、前期末に比べ23億３百万円増加しま

した。これは主に、現金及び預金が18億１千２百万円、仕掛品が11億３千９百万円増加し、投資有価証券が

５億１千５百万円減少したことによるものであります。 

　当第１四半期末における負債の部は、1,125億１千９百万円となり、前期末に比べ14億６千４百万円増加

しました。これは主に、短期借入金が22億６千万円、その他流動負債が24億８千１百万円増加し、未払法人

税等が20億６千６百万円減少したことによるものであります。 

　当第１四半期末における純資産の部は、1,051億６百万円となり、前期末に比べ８億３千８百万円増加し

ました。これは主に、四半期純利益により利益剰余金が16億２千１百万円増加し、その他有価証券評価差

額金が６億７千４百万円減少したことによるものであります。 

　

（3） キャッシュ・フローの状況

当第１四半期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動によるキャッシュ

・フローが11億８千５百万円、財務活動によるキャッシュ・フローが12億２千９百万円増加した結果、

243億３千２百万円（前年同期は188億３千１百万円）となりました。 
　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得た資金は、11億８千５百万円（前年同期は０百万円の減少）となりました。これは、

税金等調整前第１四半期純利益42億２千２百万円、減価償却費６億５千万円等による増加がありました

が、たな卸資産の増減額10億９千３百万円、法人税等の支払額34億１千４百万円等による減少があったこ

とによります。
　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により支出した資金は、４億９千４百万円（前年同期は91億５千６百万円の減少）となりま

した。これは、有形固定資産の取得による支出２億５千８百万円、差入保証金の増減額１億２百万円等が

あったことによります。
　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により得た資金は、12億２千９百万円（前年同期は20億５千２百万円の減少）となりました。

これは、借入金の増加19億１千４百万円および配当金の支払６億６千２百万円等があったことによりま

す。

　

（4） 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

（5） 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 147,689,096147,689,096

東京証券取引所
(市場第１部)
大阪証券取引所
(市場第１部)
名古屋証券取引所
(市場第１部)

―

計 147,689,096147,689,096― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年６月30日　　　　
　　　

― 147,689,096 ― 11,707 ― 5,297

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

155,000
― ―

(相互保有株式)
普通株式

1,204,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

145,376,000
145,364 ―

単元未満株式
普通株式

954,096
― ―

発行済株式総数 147,689,096― ―

総株主の議決権 ― 145,364 ―

(注)  １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が12,000株含まれておりま　　

す。また、「議決権の数」欄では、証券保管振替機構名義の株式の議決権12個が除かれております。

２　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が775株含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

東映株式会社 東京都中央区銀座３－２－17 155,000 ― 155,000 0.10

(相互保有株式)
日本マスタートラスト信託
銀行株式会社
（退職給付信託東映ラボ・
テック口）

東京都港区浜松町２－11－３ 1,204,000 ― 1,204,000 0.82

計 ― 1,359,000 ― 1,359,000 0.92
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月

５月 ６月

最高(円) 538 629 637

最低(円) 510 522 587

(注)　東京証券取引所（市場第１部）における市場相場であります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、「当第１四半期連結累計期間」(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)は、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日 内閣府令第50号)

附則第７条第１項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しておりま

す。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期

レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法

人から名称変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 25,558 23,746

受取手形及び売掛金 13,165 13,080

商品及び製品 830 827

仕掛品 12,489 11,349

原材料及び貯蔵品 607 656

その他 2,790 2,639

貸倒引当金 △292 △293

流動資産合計 55,149 52,005

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 39,852 40,258

土地 44,382 44,382

その他 1,604 1,548

有形固定資産合計 ※
 85,839

※
 86,189

無形固定資産

のれん 1,612 1,719

その他 844 826

無形固定資産合計 2,457 2,546

投資その他の資産

投資有価証券 59,983 60,498

その他 16,514 16,438

貸倒引当金 △2,317 △2,355

投資その他の資産合計 74,179 74,581

固定資産合計 162,476 163,317

資産合計 217,626 215,322

EDINET提出書類

東映株式会社(E04585)

四半期報告書

11/22



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 17,979 17,754

短期借入金 4,390 2,130

1年内返済予定の長期借入金 4,222 4,207

未払法人税等 1,354 3,420

賞与引当金 389 958

その他 11,278 8,797

流動負債合計 39,615 37,269

固定負債

社債 15,300 15,300

長期借入金 24,009 24,370

退職給付引当金 3,427 3,520

役員退職慰労引当金 1,189 1,180

負ののれん 2,184 2,327

その他 26,793 27,086

固定負債合計 72,904 73,785

負債合計 112,519 111,054

純資産の部

株主資本

資本金 11,707 11,707

資本剰余金 21,742 21,742

利益剰余金 51,975 50,353

自己株式 △672 △670

株主資本合計 84,753 83,133

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △3,723 △3,048

繰延ヘッジ損益 △26 △60

土地再評価差額金 5,312 5,312

為替換算調整勘定 △38 15

評価・換算差額等合計 1,524 2,218

少数株主持分 18,829 18,916

純資産合計 105,106 104,268

負債純資産合計 217,626 215,322
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(2)【四半期連結損益計算書】
　　【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月 1日
 至 平成20年６月30日)

売上高 27,151

売上原価 17,861

売上総利益 9,290

販売費及び一般管理費

人件費 2,455

広告宣伝費 242

賞与引当金繰入額 290

退職給付費用 257

貸倒引当金繰入額 14

減価償却費 222

その他 2,457

販売費及び一般管理費合計 5,940

営業利益 3,350

営業外収益

受取配当金 208

負ののれん償却額 143

持分法による投資利益 571

その他 112

営業外収益合計 1,036

営業外費用

支払利息 217

その他 7

営業外費用合計 225

経常利益 4,160

特別利益

貸倒引当金戻入額 37

抱合せ株式消滅差益 23

その他 0

特別利益合計 61

税金等調整前四半期純利益 4,222

法人税、住民税及び事業税 1,312

法人税等調整額 496

法人税等合計 1,809

少数株主利益 349

四半期純利益 2,064
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 4,222

減価償却費 650

貸倒引当金の増減額（△は減少） △39

退職給付引当金の増減額（△は減少） △110

賞与引当金の増減額（△は減少） △570

受取利息及び受取配当金 △238

支払利息 217

持分法による投資損益（△は益） △571

売上債権の増減額（△は増加） △48

仕入債務の増減額（△は減少） 143

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,093

預り保証金の増減額（△は減少） △250

その他 1,780

小計 4,092

利息及び配当金の受取額 583

利息の支払額 △76

法人税等の支払額 △3,414

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,185

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △10

定期預金の払戻による収入 37

有形固定資産の取得による支出 △258

無形固定資産の取得による支出 △55

投資有価証券の取得による支出 △96

投資有価証券の売却による収入 15

貸付けによる支出 △28

貸付金の回収による収入 53

差入保証金の差入による支出 △102

その他 △47

投資活動によるキャッシュ・フロー △494

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,260

長期借入れによる収入 500

長期借入金の返済による支出 △845

配当金の支払額 △442

少数株主への配当金の支払額 △220

その他 △22

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,229

現金及び現金同等物に係る換算差額 △125

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,795

現金及び現金同等物の期首残高 22,492

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 44

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 24,332
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１　連結の範囲の変更

該当事項はありません。

 

２　持分法の適用範囲の変更

該当事項はありません。

 

３　連結子会社の四半期連結決算日の変更

該当事項はありません。

 

４　会計方針の変更

リース取引に関する会計基準等の適用

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委

員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計

基準適用指針第16号)を早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース

資産として計上しております。

また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方

法によっております。

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

この変更による四半期連結貸借対照表への影響は軽微であり、損益に与える影響はありません。

 

５　四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲の変更

該当事項はありません。

 
　

　

【簡便な会計処理】

　　　当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　　　　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　　当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　　当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１(※)有形固定資産の減価償却累計額　　39,533百万円１(※)有形固定資産の減価償却累計額　　39,087百万円

 

２　偶発債務

連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に対

して、次の通り債務保証を行っております。

東映フーズ(株) 705百万円

計 705百万円
 

２　偶発債務

連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に対

して、次の通り債務保証を行っております。

東映フーズ(株) 552百万円

計 552百万円

　
　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 25,558百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △1,226百万円

現金及び現金同等物 24,332百万円
 

　
　

(株主資本等関係)

　
当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 147,689,096

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 2,961,274

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 442 3 平成20年３月31日 平成20年６月30日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

４　株主資本の著しい変動に関する事項

　当四半期連結会計期間において、株主資本の著しい変動はありません。
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(リース取引関係)

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っておりますが、当第１四半期連結会計期間におけるリー

ス取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　
　

(有価証券関係)

　

当第１四半期連結会計期間末(平成20年６月30日)

　

　　　前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　
　

(デリバティブ取引関係)

　

当第１四半期連結会計期間末(平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　
　

(ストック・オプション等関係)

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　
映像関連
事業
(百万円)

観光不動産
事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

23,502 1,915 1,733 27,151 ― 27,151

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

140 137 12 290 (290) ―

計 23,642 2,053 1,745 27,442 (290) 27,151

営業利益 3,292 636 59 3,988 (638) 3,350

　 (注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な内容

　(1) 映像関連事業…………劇場用映画、教育映像等の製作・配給、輸出入、映画劇場の経営、ホームビデオソフト

の製作・販売、テレビ映画の製作・配給、映像版権に関する事業、フイルムの現像等、

広告代理業、テレビCMの製作、CS放送の委託放送事業、映画村の経営、その他映像関連

事業

　(2) 観光不動産事業………戸建住宅等の建設・販売、賃貸施設の賃貸、ホテルの経営

　(3) その他事業……………建築工事・室内装飾請負等に関する事業、物品の販売

　

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

　

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

596.14円 589.73円

　
(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 105,106 104,268

普通株式に係る純資産額(百万円) 86,277 85,352

差額の主な内訳(百万円)

　少数株主持分 18,829 18,916

普通株式の発行済株式数(千株) 147,689 147,689

普通株式の自己株式数(千株) 2,961 2,958

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(千株)

144,727 144,731

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第１四半期連結累計期間

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益 14.26円

　
(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 2,064

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 2,064

普通株式の期中平均株式数(千株) 144,729

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月13日

東映株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　湯　本　　堅　司　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　吉　村　　　　基　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　成　田　　礼　子　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東映

株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間(平成20

年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東映株式会社及び連結子会社の平成20年６月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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